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発刊に当たって

この冊子は、市民のみなさんに市の財政について、より分かりやすく伝える

ために作成しました。

そのため、短い説明となっていますが、少しでも身近に感じていただくこと

ができれば、幸いです。
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「財政」、「予算」・・・って

「財政」ってむずかしい？

みなさんの家で言えば、給料などの収入を食費、家賃、電気料金、貯金などに

どうやって使おうかと考える「お金のやりくり」のことです。

市でも市民のみなさんからいただいた税金や国などからもらえるお金を子ども

たちやお年寄りのために、あるいは道路や公園をきれいにするためなどにムダの

ないように使うために「お金のやりくり」をしています。

「予算」って？

予算は、「お金のやりくり」をするための１年度（４月～

３月）ごとの計画です。年の途中で収入や支出の予定が変

更になった場合は、増やしたり、減らしたりすることもあ

ります。

「決算」は？

決算は、予算（計画）で定められたお金をどのように使ったのかの結果（成績）

です。

「歳入・歳出」は？

歳入・歳出は、１年度の「収入」と「支出」のことをいいます。
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市の会計（おさいふ
．．．．

）

～ 市には８つのおさいふ
．．．．

があります。 ～

市では、福祉、環境、観光、道路整備、防災、教育などのサービスにかかるお金を「一般会

計」として、１つのおさいふ
．．．．

で管理しています。

また、特定の収入（国民健康保険税、介護保険料、下水道使用料など）があるものについて

は、お金の出し入れを分かりやすくするため、６つの「特別会計」と１つの「公営企業会計」

で、おさいふ
．．．．

を分けて管理しています。

公営企業会計の支出には、減価償却費などの“実際には支出されないお金”が含まれていま

す。そのため、支出が収入を上回っていても、お金が足りないわけ（赤字）ではありません。

歳入
（収入）

歳出
（支出）

差し引き

① 一 般 会 計 364億7,240万円 357億  200万円 7億7,040万円

②
国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

82億6,933万円 81億4,440万円 1億2,493万円

③
後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

27億3,638万円 27億1,140万円 2,498万円

④ 介 護 保 険 特 別 会 計 78億5,252万円 76億3,853万円 2億1,399万円

⑤ 戸倉財産 区特別会 計   505万円   379万円 126万円

⑥
テレビ共 同受信事 業
特 別 会 計

3,139万円 3,139万円   0万円

⑦

秋 多 都 市 計 画 事 業
武 蔵 引 田 駅 北 口
土 地 区 画 整 理 事 業
特 別 会 計

12億  665万円 11億4,345万円 6,320万円

⑧
下 水 道 事 業 会 計
（ 公 営 企 業 会 計 ）

31億5,559万円 39億2,253万円 △7億6,694万円

597億2,931万円 592億9,749万円 4億3,182万円

おさいふの種類

合　　計
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ここからは、市の「一般会計」で、１年間の収入と支出を見ていきましょう。

市の歳入（１年間の収入）

～ 収入の主なものは、市民のみなさんからの税金です。 ～

あきる野市の収入のうち、もっとも大きな割合を占めているのが「市税」です。

このほか、国や都から配られるお金や借入金（市債）など、さまざまなものがあります。
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市の歳出（１年間の支出）
歳出は、目的や使いみちによってちがった見方をすることができます。

『目的別経費』と『性質別経費』という２つの分類方法を紹介します。

～ 「目的別経費」って何ですか？ ～

歳出をサービスの目的で分類したもので、あきる野市の目的別経費のうち、もっとも大きな

割合を占めているのが、子育て世帯、高齢者、体の不自由な方の支援などにかかる「民生費」

で、全体の約 50％を占めています。



5

～ 「性質別経費」って何ですか？ ～

歳出をサービスの性質に着目して分類したもので、あきる野市の性質別経費のうち、もっと

も大きな割合を占めているのが、児童、高齢者、体の不自由な方・生活困窮者などに対しての

支援などにかかる「扶助費」で、全体の約 33％を占めています。

また、「人件費」、「扶助費」、「公債費」は、市が任意に支出を削減することができないため、

「義務的経費」と呼ばれています。
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市の財政状況（家計の状況）

地方交付税と財政力指数

地方交付税は、すべての自治体（都道府県や市町村）が一定の水準で行政サービスが提供で

きるように、各自治体の財政力（貧富の差）に応じて国から配られるお金です。

地方交付税のうち普通交付税は、次の計算式で算出されます。

基準財政需要額（自治体が標準的な行政サービスを行うために必要な経費）（Ａ）

－ 基準財政収入額（自治体の標準的な地方税収額）（Ｂ）

また、財政力指数は、（Ｂ）÷（Ａ）で求められ、財政力指数が、１以上になる自治体は、

必要な経費よりも税収額が多いため、国からの地方交付税は配られません。

（３か年平均）

基金（市の貯金）

お金が急に必要になったり、収入が落ち込んだりしたときに困らないよう、市でも貯金をし

ています。これを財政調整基金と呼んでいます。市では、標準財政規模（個人で例えれば年収）

の１０％を目安に、積み立てを行っています。

そのほか、使用する目的に応じた基金（貯金）があります。

市債（市の借金）

市債は借金なので、無いほうが良いという考えもあります。でも、市民のみなさんが利用す

る公共施設や道路などの整備に必要なお金を１年度の予算でまかなってしまったら、その年は

他の仕事ができなくなってしまいます。それに公共施設や道路は、長い間、たくさんの人が利

用するわけですから、将来の市民のみなさんにも平等に費用を負担していただくことも、市債

を発行する理由の１つです。

また、市債の中には、臨時財政対策債※１や下水道事業の借入※２などのように、返済費用の

一部が地方交付税や使用料でまかなわれるものがあります。

市の財政力指数 ０．６９２（２５位／東京都２６市）

東京都２６市の平均 ０．９５５

財政力指数が１以上の市 １０市／東京都２６市

財政調整基金 １７億５，５６４万円

その他の基金

（一般会計等に係る１０基金）
２５億５，４４２万円

合計 ４３億１，００６万円
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※１：本来、地方交付税として配られるお金のうち、国のお金が足りない分を市が代わりに

借金しているもので、返済費用については、あとの年度に地方交付税で必要な経費とし

て、援助されます。

※２：市民のみなさんからの下水道使用料や国から援助される地方交付税を使って借金を返

済します。

健全化判断比率（実質公債費比率・将来負担比率）

自治体の財政の健全性（健康度）を計る健全化判断比率に、実質公債費比率と将来負担比率

があります。これらの比率は、市が共同で運営している病院やごみ処理施設などの一部事務組

合に対する負担なども含め、算定されます。

実質公債費比率は、１年間の収入総額に対して、国から援助を受けられる額などを除いた実

質的な「公債費（借金返済費用）」の占める割合で、数字が小さいほど、返済費用が少なく、

一定基準（25％以上）を上回ると、市債の発行が制限されます。

将来負担比率は、１年間の収入総額に対して、貯金や返済費用として国から援助を受けられ

る額を除いた「将来負担額」の占める割合で、数字が小さいほど、将来の負担が少なく、一定

基準（350％以上）を上回ると、借金削減の計画をたてなければならなくなります。

※「－」は将来負担がないことを表しています。

実質公債費比率 将来負担比率

区 分 市債残高 全体に占める割合

一般会計 ２０７億５，４０３万円 ５４．１％

うち 臨時財政対策債 １２０億３，３００万円 ３１．４％

引田駅北口区画整理事業特別会計 ３２億５，３２８万円 ８．５％

下水道事業会計 １４３億３，２９７万円 ３７．４％

合 計 ３８３億４，０２８万円 １００．0％

健全化指標 あきる野市
東京都

26 市平均

早期健全化

基準

実質公債費比率 4.2 １.6 25.0

将来負担比率 13.5 ― 350.0
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経常収支比率

経常収支比率は、市税など毎年見込める収入と、福祉のサービスや公債費（借金の返済費用）

など毎年支払う必要がある支出を比べたもので、この割合が低ければ、それだけ新しいサービ

スや貯金などにお金を使うことができるようになります。

90.0 
91.0 
92.0 
93.0 
94.0 
95.0 
96.0 
97.0 
98.0 
99.0 

100.0 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

経常収支比率 97.5 92.3 97.1 98.8 99.3

経
常
収
支
比
率
（
％
）
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財務書類４表（一般会計等）の概要

財務書類は、手持ちのお金や家、車、それを買うために組んだローンなど（資産や負債）が

現在どうなっているかということや、給料をどう使ったか（コスト）などを表すものです。

１年間の計画に対してお金をどのように使ったかを表す市の会計制度を補う役割がありま

す。

○ 一般会計等とは

市によっておさいふの管理の仕方が違うため比較することが難しかったので、他の市と比

べられるように作られた仮想のおさいふです。

○ 財務書類４表とは

次の４つの表のことをいいます。

◆ 貸借対照表 ◆

手持ちのお金や土地・建物などと、それらを購入するために国や都からお金をもらったの

か、借金をして賄ったのかなどを表しています。左右の合計額が一致することからバランス

シートとも呼ばれています。

◆ 行政コスト計算書 ◆

１年間の活動にどれだけコストがかかり、その対価としてどれだけの使用料や手数料が入

ってきたかを表しています。

◆ 純資産変動計算書 ◆

貸借対照表の純資産の部の数値が１年間でどのように動いたかを表しています。

◆ 資金収支計算書 ◆

手持ちのお金の１年間の動きを示したもので、何が原因で増減したかを表しています。



10

貸借対照表【ＢＳ】 （単位：万円）　

１　固定資産 9,734,594 １　固定負債 2,542,616

（1）有形固定資産 9,221,702 （1）地方債 2,184,601

　　（うち事業用資産） 6,422,009 （2）長期未払金 -

　　（うちインフラ資産） 2,793,328 （3）退職手当引当金 358,015

　　（うち物品） 6,365 （4）損失補償等引当金 -

（2）無形固定資産 203 （5）その他 -

（3）投資その他の資産 512,689 ２　流動負債 256,753

　　（うち投資及び出資金） 206,400 （1）1年内償還予定地方債 216,130

　　（うち基金） 255,443 （2）未払金 -

２　流動資産 276,051 （3）未払費用 -

（1）現金預金 90,323 （4）前受金 -

（2）未収金 10,189 （5）前受収益 -

（3）短期貸付金 - （6）賞与等引当金 33,661

（4）基金 175,564 （7）預り金 6,962

（5）棚卸資産 - （8）その他 -

（6）その他 - 負債合計 2,799,369

（7）徴収不能引当金 △ 25 純資産合計 7,211,276

資産合計 10,010,645 負債・純資産合計 10,010,645

１　業務活動収支 191,686

（1）業務支出 3,182,760

（2）業務収入 3,374,840

（3）臨時支出 3,685

（4）臨時収入 3,291

２　投資活動収支 △ 110,703

（1）投資活動支出 264,881

（2）投資活動収入 154,178

３　財務活動収支 △ 51,049

（1）財務活動支出 224,654

（2）財務活動収入 173,605

本年度資金収支額 29,934

前年度末資金残高 53,427

本年度末資金残高 83,361

前年度末歳計外現金残高 6,128

本年度歳計外現金増減額 834

本年度末歳計外現金残高 6,962

本年度末現金預金残高 90,323

資金収支計算書【ＣＦ】　　　　　　　　　　　　       　　　　　　（単位：万円）

資産総額は

約 1,001 億円と

なっています。

負債総額は約 280 億円と

なっています。

令和６年度の収支

は約 29 百万円の

プラスとなってい

ます。
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※１ 貸借対照表については令和７年３月３１日現在、行政コスト計算書・純資産変動計算書・資

金収支計算書については、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの期間で作成してい

ます。

※２ 財務書類４表中の数値については、表示単位未満を四捨五入しています。

表中の数値は端数調整をしていないため、合計・差額等が一致しないことがあります。

１　経常費用 3,366,828

（1）業務費用 1,831,887

　①人件費 559,778

　②物件費等 1,239,881

　③その他の業務費用 32,228

（2）移転費用 1,534,941

　①補助金等 469,063

　②社会保障給付 710,034

　③他会計への繰出金 336,012

　④その他 19,832

２　経常収益 135,736

（1）使用料及び手数料 42,850

（2）その他 92,886

純経常行政コスト 3,231,092

３　臨時損失 5,657

４　臨時利益

純行政コスト 3,236,749

行政コスト計算書【ＰＬ】　　　　              　　　　          　（単位：万円）

前年度末純資産残高 7,086,301

１　純行政コスト △ 3,236,749

財源 3,349,680

（1）税収等 2,032,115

（2）国県等補助金 1,317,565

本年度差額 112,931

３　資産評価差額 -

４　無償所管換等 15,315

５　その他 △ 3,271

本年度純資産変動額 124,975

本年度末純資産残高 7,211,276

純資産変動計算書【ＮＷ】　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）

1 年間にかかった

経常費用の合計は

約337億円です。

経常費用に対する

1 年間の収益は

約１4 億円です。
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